
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（都道府県）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

(3ヵ年平均) 11.3 10.5 9.7

将来負担比率 152.7 400.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 11.3 9.3 8.5

実質公債費比率 9.7 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 269,344,258 268,580,029 269,561,484

連結実質赤字比率 - 8.75 15.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 52,282,906 52,401,002 52,604,417

標準財政規模 (Ｃ) 321,627,164 320,981,031 322,165,901

5.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 2,017 - - -

5.4

特定財源の額 (Ｂ) 1,020,548 1,006,310 1,272,846 実質赤字比率 - 3.75

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 9,863,350 13,259,140 14,598,617

債
務
負
担
行
為

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 160.6

816,731,020 825,285,891 811,611,483 奈良県国民健康保険事業費特別会計 -

- - -

利子補給に係るもの 145,633 129,711 127,686 0.0 健全化判断比率 平成30年度

- - -

その他上記に準ずるもの - - - - 土地開発公社に係る将来負担額 -

631,904,477 234.4 奈良県営競輪事業費特別会計

奈良県中央卸売市場事業費特別会計 104,867 115,743 132,023 0.0

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

- -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額 -

157.6 152.7 その他の会計 - -

- - -

669,353 665,187 0.2

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの 67,301 44,331 28,443 0.0 充当可能特定歳入 

160,733,795 171,409,244 166,368,234 61.7

企業債等
繰入見込額

奈良県流域下水道事業費特別会計

12,053,561 13,490,730 13,338,772 4.9

- - - -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ)

基準財政需要額算入見込額 643,943,664 640,385,917

- - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能
財源等

充当可能基金 

1,249,506,246 1,248,650,271 1,223,458,264 その他上記に準ずるもの -

- - -

PFI事業に係るもの 26,971 27,393 27,821 0.0 (Ｅ)

- - - - 引き受けた債務の履行に係るもの -

681,094

-

内訳 平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 

連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 83,791,012 78,393,528 76,764,200

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - -

14,598,617 5.4 依頼土地の買い戻しに係るもの 4,257,948 4,072,616 4,157,248

- - -

225,958 0.1 退職手当負担見込額 112,102,525

2,564,516 2,522,574 2,236,992 0.8 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

1.5

785,096 797,210 0.3 国営土地改良事業に係るもの
準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 5,383,333 5,733,333 6,083,333 2.3

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 239,905 201,435 183,950 0.1 設立法人等の負債額等負担見込額 9,865,367 13,259,140

102,310,503 97,984,114 36.3 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

組合等が起こした地方債の元利
償還金に対する負担金等 9,211 129,492

PFI事業に係るもの 358,502 331,108 303,297 0.1

減債基金積立不足算定額 1,380,952 1,227,880 856,898 0.3

一般会計等に係る地方債の現在高 1,119,475,774 1,123,719,477 1,101,861,207 408.8

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 4,712,103 6,053,481 5,980,124

95,653 1,649,757 1,519,579 0.6

公営企業債の元利償還金
に対する繰入金 82,575 79,395 75,805 0.0 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 785,961

平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比

元利償還金 76,695,036 71,021,993 69,338,256 25.7 将来負担額

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比 内訳

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 分母比

2.2 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

地方公社・第三セクター等 63,460 2,444 67,866 21,911 0 0

6,192 2,237一部事務組合等 ▲ 29

関西広域連合 2,362 2,310 52 52 - 131 1

6,061 2,236南和広域医療企業団 9,717 9,798 ▲ 81 ▲ 81 -

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

50,630 797 -公営企業会計等 25,784

連結実質赤字額

9 267 132 - 法非適用企業奈良県中央卸売市場事業費特別会計 594 590 4 4

法非適用企業奈良県流域下水道事業費特別会計 12,106 10,080 2,026 1,919 70 22,173 665 -

- - 法適用企業奈良県水道用水供給事業費特別会計 11,677 9,633 2,044 21,046 - 28,190

- - -奈良県国民健康保険事業費特別会計 127,705 125,032 2,673 2,673

奈良県自動車駐車場費特別会計 279 271 7 7 - - -

-奈良県営競輪事業費特別会計 15,965 15,831 134 134 - -

- -▲ 3 810 562 - - -他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考
奈良県暴力団追放県民センター

- 13,600 - -

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 奈良県道路公社 0 36,760 36,760 -

- - - - -

- 8,311 - -

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。 奈良生駒高速鉄道 382 7,001 3,077

- 奈良県土地開発公社 ▲ 96 3,485 10 -

-

一般会計等（純計） 552,418 546,748 5,670 1,440 1,101,862

83 15 19 - - -実質赤字額 奈良県緑化推進協会 ▲ 1

- - - -奈良県食肉公社 ▲ 34 3,323 750 338

- -▲ 9 10 5 - - -奈良市場冷蔵

9 53 - - - -なら担い手・農地サポートセンター ▲ 12 103

12,876 - - -奈良県地域産業振興センター ▲ 193 722 5 101

- -0 10 2 17 - -奈良県生活衛生営業指導センター

2 10 - - - -3,606 40,640 奈良県人権センター ▲ 2 153

39,333 - - -

地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計 8,641 8,641 0 -

(地独)奈良県立病院機構 ▲ 573 ▲ 10,755 1,643 276

- -

奈良県育成奨学金貸付金特別会計 1,053 89 964 - - -

82 3,630 20,066 1,204 15,644 -奈良県公債管理特別会計 131,377 131,377 0 - 95,672 - 公立大学法人　奈良県立医科大学

- - - - - -- - 奈良県アイバンク ▲ 1 36

- - - -

奈良県林業改善資金貸付金特別会計 290 93 197 -

奈良県健康づくり財団 53 831 5 -

- -

奈良県証紙収入特別会計 3,740 3,568 172 172 - -

▲ 4 51 13 7 - -奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計 1,424 422 1,002 - - 1,553 奈良県老人クラブ連合会

163 112 - - - -- 74 奈良県ビジターズビューロー ▲ 19 230

- - - -

奈良県農業改良資金貸付金特別会計 80 34 46 -

公立大学法人奈良県立大学 12 351 43 303

- -

奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 189 110 79 - - 585

▲ 58 3,517 250 4 - -公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計 9,323 9,323 0 - 5,122 33,296 奈良先端科学技術大学院大学支援財団

80 - 13 - - -330 1,025,714 奈良テレビ放送 25 1,085

当該団体
からの
貸付金

当該団体からの
債務保証に係る

債務残高

当該団体からの
損失補償に係る

債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 501,394 498,184 3,210 1,268

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成30年度 奈良県

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等

からの
繰入金

地方債
現在高
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